
④

　
日
本
経
済
は
、
雇
用
・
所
得
環
境
が
改

善
す
る
中
、
緩
や
か
な
回
復
が
続
い
て
い

る
一
方
で
、
物
価
上
昇
や
ア
メ
リ
カ
の
政

策
動
向
、
中
東
地
域
を
め
ぐ
る
情
勢
、
金

融
資
本
市
場
の
変
動
等
の
影
響
な
ど
、
経

済
を
取
り
巻
く
環
境
に
は
厳
し
さ
が
増
し

て
い
ま
す
。

　
苅
田
町
に
お
き
ま
し
て
は
、
自
主
財
源

の
根
幹
を
な
す
町
税
は
前
年
度
よ
り
増
収

の
見
込
み
と
な
っ
て
お
り
ま
す
が
、
道
路

な
ど
の
イ
ン
フ
ラ
を
含
む
公
共
施
設
の
老

朽
化
対
策
や
、
少
子
高
齢
化
の
進
展
に
よ

る
社
会
保
障
経
費
の
増
加
な
ど
、
従
来
か

ら
山
積
す
る
行
政
課
題
に
加
え
て
、
物
価

高
騰
や
人
件
費
の
上
昇
と
い
っ
た
新
た
な

課
題
が
生
じ
、
こ
れ
ら
行
政
課
題
へ
の
取

り
組
み
と
と
も
に
財
政
健
全
化
を
維
持
し

て
い
く
こ
と
が
重
要
課
題
で
あ
り
ま
す
。

　
令
和
７
年
度
の
予
算
案
は
、
こ
れ
ら

の
諸
課
題
に
対
す
る
施
策
を
推
進
す
る

た
め
、
一
般
会
計
予
算
案
の
総
額
は

１
８
６
億
８
７
２
６
万
７
千
円
で
、
前
年

度
と
比
較
し
て
21
億
７
０
２
１
万
４
千
円

の
増
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
ま
ず
、
歳
入
に
つ
い
て
は
、
町
民
税
の

個
人
分
、
町
民
税
の
法
人
分
、
固
定
資
産

税
は
い
ず
れ
も
増
収
を
見
込
ん
で
お
り
、

全
体
で
は
、
５
億
３
２
９
５
万
２
千
円
増

の
93
億
５
６
３
万
６
千
円
を
計
上
し
て
い

ま
す
。

　
次
に
、
歳
出
に
つ
い
て
は
、
人
件
費
が
、

給
与
改
定
の
影
響
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度

と
比
べ
て
２
億
７
４
６
３
万
９
千
円
増
の

34
億
３
７
１
万
８
千
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
扶
助
費
が
、
児
童
手
当
や
私
立

保
育
園
委
託
料
の
増
額
な
ど
に
よ
り
、
前

年
度
と
比
べ
て
６
億
９
０
６
４
万
６
千
円

増
の
43
億
７
０
９
９
万
２
千
円
と
な
っ
て

い
ま
す
。

　
物
件
費
に
つ
き
ま
し
て
は
、
地
方
公

共
団
体
情
報
シ
ス
テ
ム
標
準
化
・
共
通

化
へ
の
対
応
や
物
価
高
騰
の
影
響
な
ど

に
よ
り
、
６
億
６
８
４
７
万
２
千
円
増

の
43
億
７
８
７
２
万
４
千
円
と
な
っ
て

い
ま
す
。

　
投
資
的
経
費
に
つ
き
ま
し
て
は
、
苅

田
中
学
校
長
寿
命
化
改
修
工
事
や
総
合

福
祉
会
館
改
修
事
業
に
係
る
費
用
が
増

加
し
た
こ
と
に
よ
り
、
前
年
度
と
比
べ

て
、
２
億
８
５
６
６
万
８
千
円
増
の

22
億
５
１
５
８
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
予
算
の
主
な
内
容
と
し
ま
し
て
は
、「
次

世
代
を
担
う
子
ど
も
た
ち
へ
の
投
資
」「
健

や
か
な
地
域
社
会
の
実
現
」「
環
境
保
護
、

安
心
安
全
な
ま
ち
づ
く
り
の
推
進
」「
公

令和 7 年 第 1 回苅田町議会定例会

遠田町長は令和 7年苅田町議会 3月定例会開会日の 2月 26日、次のように
町政報告を行いました。（文字数の関係で内容を一部省略しています）

町政報告

共
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
推
進
」「
快
適

な
都
市
基
盤
の
整
備
」「
活
力
あ
る
産
業
・

観
光
の
振
興
」「
70
周
年
記
念
事
業
」
に

注
力
し
た
予
算
編
成
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　「
次
世
代
を
担
う
子
ど
も
た
ち
へ
の
投

資
」
と
し
ま
し
て
は
、
学
校
給
食
費
の
無

償
化
や
、
発
達
支
援
型
訪
問
支
援
事
業
な

ど
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　「
健
や
か
な
地
域
社
会
の
実
現
」
と
し

ま
し
て
は
、
子
育
て
短
期
支
援
事
業
や
、

徘
徊
高
齢
者
等
見
守
り
事
業
な
ど
を
計
上

し
て
い
ま
す
。

　「
環
境
保
護
、
安
心
安
全
な
ま
ち
づ
く
り

の
推
進
」と
し
ま
し
て
は
、
森
林
ア
ド
バ
イ

ザ
ー
業
務
委
託
や
、
水
槽
付
ポ
ン
プ
自
動

車
購
入
経
費
な
ど
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　「
公
共
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
推
進
」

と
し
ま
し
て
は
、
総
合
福
祉
会
館
改
修
工

事
や
、
西
部
公
民
館
改
修
工
事
な
ど
を
計

上
し
て
い
ま
す
。

　「
快
適
な
都
市
基
盤
の
整
備
」
と
し
ま

し
て
は
、
小
波
瀬
西
工
大
前
駅
周
辺
整
備

事
業
や
、
白
石
地
区
交
差
点
改
良
事
業
な

ど
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　「
活
力
あ
る
産
業
・
観
光
の
振
興
」
と

し
ま
し
て
は
、
福
岡
県
宿
泊
税
交
付
金
を

活
用
し
た
臨
空
産
業
公
園
整
備
工
事
や
、

水
田
農
業
Ｄ
Ｘ
推
進
事
業
な
ど
を
計
上
し

て
い
ま
す
。

財
政
状
況
及
び
当
初
予
算
案

ト
ピ
ッ
ク
①
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　「
70
周
年
記
念
事
業
」
と
し
ま
し
て
は
、

か
ん
だ
港
ま
つ
り
補
助
金
の
増
額
や
、
デ

ジ
タ
ル
ポ
イ
ン
ト
ラ
リ
ー
の
実
施
に
係
る

経
費
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　
清
掃
事
務
所
し
尿
処
理
場
の
老
朽
化
に

伴
い
、
浄
化
セ
ン
タ
ー
内
に
建
設
し
ま
し

た
「
し
尿
・
浄
化
槽
汚
泥
受
入
施
設
」
が
、

12
月
16
日
に
稼
働
開
始
し
ま
し
た
。
し
尿

や
浄
化
槽
汚
泥
を
公
共
下
水
道
と
一
緒
に

処
理
す
る
た
め
の
施
設
で
、
処
理
に
係
る

経
費
を
節
減
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
現
在
の
受
入
量
は
10
％
程
度
で
あ
り
、

し
尿
処
理
場
と
並
行
受
け
入
れ
と
な
っ
て

い
ま
す
が
、
浄
化
セ
ン
タ
ー
内
に
建
設
中

の
汚
泥
貯
留
槽
・
重
力
濃
縮
槽
の
完
成
後

は
１
０
０
％
受
入
れ
と
な
り
ま
す
。

　
現
在
、
与
原
土
地
区
画
整
理
事
業
に
つ

き
ま
し
て
は
、
事
業
に
よ
り
整
備
さ
れ
る

宅
地
の
う
ち
仮
換
地
・
保
留
地
を
合
わ
せ
、

令
和
６
年
度
末
で
約
20
・
４
万
㎡
、
約

73
％
の
使
用
収
益
が
開
始
さ
れ
ま
す
。

　
令
和
６
年
度
末
の
工
事
進
捗
率
は
約

85
％
と
な
る
見
込
み
で
す
。

し
尿
・
浄
化
槽
汚
泥
受
入
施
設

ト
ピ
ッ
ク
②

与
原
土
地
区
画
整
理
事
業

ト
ピ
ッ
ク
③
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　 町の組織が 4月1日から変わります

人事秘書課 人材育成などの人事上の重要課題への対応と、庁舎移転やデジタル化など、新し
いニーズに合わせた組織運営を行うため

保険健康課 町民の健康づくりを推進するとともに、国民健康保険や後期高齢者に関連する保
健事業を一元的に進めるため

人権男女共同参画室
多文化共生担当 外国人の地域定住化に向けた事業が増加しているため

都市計画課
住宅政策担当

空き家対策の窓口を一元化するとともに、住宅の耐震化など公営住宅以外の住宅
に関する課題に対応するため

水道課 上下水道課を下水道課と水道課に分割し、適正な課の規模とするため

下水道課
雨水担当

雨水総合管理計画に則り、浸水対策事業の推進や総合調整を図るため

町民サービスの向上や円滑な行政運営を進めるため組織の変更を４月 1日から行います。
今回の機構改革では、５つの課の新設、新たな担当の設置や担当の統廃合などを実施します。
それに伴い、町の組織は 23課 67担当に変更となります。
今回は、新設したものについて紹介します。詳細につきましては、4月 25日号に掲載します。

こども課
こども政策担当

こども家庭庁の設置やこども基本法の施行に伴い、こども関連の施策のさらなる
充実が求められていることに対応するため

●問い合わせ／企画課　☎ 093・588・1006




